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《東日本大震災で被災された皆様へ》

このたびの東日本大震災で、お亡くなりになられた方々に対しまして、心からのお悔

やみを申し上げるとともに、被災された方々には、心からのお見舞いを申し上げます。
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理事長 丹下 正彦

（元警察庁情報通信局長）
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平成２４年３月１５日、当協会は、三重県警

察と、『災害時における交通安全施設の復

旧に関する協定』を全国に先駆け締結しまし

た。

当協会は、東日本大震災を教訓として、全

国都道府県警察に協定の締結を働きかけて

いましたが、三重県警察では今年１月１０日

に復旧を早めるための検討会を開催する等

して、協定に向けての足場作りをしていただ

きました。

協定の内容は、県内で大規模地震等が発

生した場合は、協会に加盟する企業が三重

県に協会員を派遣し、被災地で交通インフラの

被害状況の調査、緊急復旧工事を行うことと

なっております。

県警本部で行われた調印式で、斉藤実本

部長は「信号が復旧すれば、復興も早くなる。

災害時の交通事故防止にもつながる。」と

挨拶され、丹下理事長からは「全国初めての

協定が結ばれたことは画期的。県警と力を合

わせ、効果のある活動をしていきたい」と挨拶しました。 参考として、次ページに、「災害時における交通安全施設の

復旧に関する協定書」を掲示します。

平成２３年３月１１日東北地方を襲った未曽有の大震災は、我々交通信号工事業者にとっ

て、次に起こるであろう東海、東南海、南海地震への備えを真剣に考えなくてはならない良

い機会であります。 東日本大震災では、発生後半年近く経過した後でも信号機の復旧率

が１２％程度であったことから、未復旧地点では交通事故や死亡事故が発生しました。地元

住民も信号機の光は、治安の光であり早期の復旧を望んでいましたがその実現には相当の

時間を要しました。

交通インフラの復旧は、電気、ガス、水道等のライフラインと同様にきわめて重要なもので

あることから早期の復旧対策に各都道府県が苦慮しているのが現状です。

その解決策のひとつとして、今回三重県警察と「災害時における交通安全施設の復旧に

関する協定」を締結しました。

これは、全国初めてであり、今後の問題解決に先鞭をつけるものと自負しております。協

定に伴い詳細を協議し、協会員各位の協力を仰がねばなりませんが、ここからがまさに協

会の正念場であり、重ねて協会員の皆様のご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げ

ます。
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会社訪問第二回目

三重日信電子(株)、昭和５８年日本信号(株)

の保守会社として創設されました。

主な業務は、交通管制機器と定周期信号機

の保守です。

代表取締役である小山氏は、平成１６年まで

の３３年間日本信号(株)で勤務され、三重県の

信号機を知り尽くした生え抜きであります。

平成１９年その実績を買われ、三重日信電子

(株)勤務となり、後進の育成にご尽力されてい

る毎日です。

今後三重県警との協定に基づく具体的活動

の要として活躍していただければ幸です。

三重日信電子株式会社

代表取締役 小山 光男

古市広報委員長

丹下理事長
小山代表取締役


